
４９百万円（１３百万円）不法投棄早期対応システム整備費

廃棄物・リサイクル対策部適正処理・不法投棄対策室

１．事業の概要

平成13年度に地方環境対策調査官事務所による不法投棄監視体制の強化

のため、情報（位置情報、事案概要、画像等）を現場から入出力できる

「環境破壊行為早期対応システム」を開発し、各ブロック内の不法投棄事

案の情報管理ツールとしてこのシステムを活用してきた。本事業では、近

年の情報通信技術の向上を踏まえ、陳腐化してきた現行のシステムにイン

ターネットや携帯電話への対応機能を付加するとともに、都道府県等から

の要望が多く、有効な活用が見込まれる優良対応事例データベースを加え

るなどシステム改良を行う。

これにより、不法投棄監視における情報の管理・活用を高度化し、本年

10月に発足する地方環境事務所とブロック内の都道府県等との連携を強化

することにより、不法投棄への早期対応強化を図る。

２．施策の効果

＜アウトプット＞

インターネット対応システム、事案管理データベース、事例データベ

ース、

＜アウトカム＞

システムの導入により、地方環境事務所がその地域における不法投棄

対策情報センター的機能を担うとともに、都道府県等と協働で不法投棄

対策に当たることなどにより「不法投棄撲滅アクションプラン」を具体

的かつ効率的に遂行できる。



 

地方環境事務所を核とした産業廃棄物 不法投棄早期対応システム 
－不法投棄撲滅アクションプラン 当面の目標「５年以内に早期対応により大規模事案（5000トンを超えるもの）をゼロとする」の達成－ 
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③不法投棄実態調査データベース 
実態調査の効率化を図り、全国的な不

法投棄等の状況を早期に集計すること

により、具体的な対策が展開できる 

対 応 
 ○地方環境事務所間・職員間・県等との情報の共有化 
  インターネット対応にすることで、国、県の関係職員ごとに情報入力・活用可能とする 

 
不法投棄撲滅アクションプラン 

不法投棄の原状回復や未然防止の

先進事例について県との間で情報

を交換・蓄積・共有し、地方公共団

体との連携強化を図ることによっ

て不法投棄撲滅に寄与する 

環境省 

不法投棄（第16条） 

情報の蓄積と共有 
都道府県等 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
網 

情
報 

報
告 

立
入 

改
善
指
導 

 

処理施設（第12条） 

 

国
・
県
の
協
働
対
応 

地方環境事務所 

携帯電話 

報
告  

□事案管理ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 
 
 
□事例ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ（新規）

 
 

 
「地方環境行政データベース」 

現ｻｰﾊﾞの継続利用 

H17 年 10 月設置法施行により地方環境
事務所の体制強化 

県等の不法投棄担当者による地方ブロック

会議／セミナーの開催等、情報の共有化 

① 事案管理データベース 
住民の110番通報等を受けて地方環境事務

所は県と早期に協働対応する。対応経過・

結果等の履歴は即時記録・管理される。 

統一様式により情報が正確に管理でき、監

視・指導等が的確で効果的、効率的に行え

る。 

 

② 事例データベース（新規） 
全国的な先進事例を事案対応ノウハウとし

て都道府県等に提供して産業廃棄物行政の

円滑な運用が図られる 

 

目的：地方環境事務所の体制強化・機動性確保 
新システム  

 
現システム 効 果 

現 状  
○県との不法投棄等に関するシステム上の情報連携

ができていないため県との協働対応が滞っている 
○システムはインターネット対応でなく専用端末の

ため利用者が限られる等使い勝手が悪く活用が進

まない 
○国、県とも監視が不十分の結果、大規模事案を未

然に防げなかった 

 


